
２ 調布市基本計画における５つの重点プロジェクト等の推進 

基本計画に位置付けた５つの重点的取組である「安全・安心に暮らせるまち」，「調布の宝である子どもたちを応援するまち」，「誰もが自分ら

しく安心して住み続けられるまち」，「にぎわいと交流のある活気に満ちたまち」，「人と自然がおりなすうるおいあるまち」を基軸とし，重点プ

ロジェクト事業をはじめとする取組を推進しました。 

(1) 安全・安心に暮らせるまちをつくるプロジェクト 

◆ 地域の防災・防犯力を高める（７事業） 

自助・共助の取組の推進と併せて，公助としての防災都市づくりと地域や関係機関及び他自治体等との災害時における連携体制の強化とともに，犯罪を未

然に防止するための取組の推進により，防災・減災対策の強化や地域防犯力の向上を図っています。 
 

◇ 地域防災力の向上 

地域防災力の向上に向けて，防災市民組織の新規結成や育成を支援し，新たに

５団体が結成されました。 

集中豪雨に伴う水害や河川の氾濫等を想定した総合水防訓練を東京消防庁第八

消防方面本部と合同で実施しました。あわせて，調布駅前広場や市役所前庭等で

も防災フェアを実施し，多くの市民の防災対策意識の向上に寄与しました。また，

災害対策本部訓練・初動本部訓練や，防災教育の日における避難所開設訓練のほ

か，災害時協定に基づく避難所開設訓練を実施し，職員の災害対応力の向上を図

りました。 
 

◇ 調布市避難行動要支援者避難支援プランの推進 

災害対策基本法等に基づき，災害時における避難行動要支援者の名簿を整備す

るとともに，同意を得た避難行動要支援者の情報を警察，消防や市と協定を締結

した地域組織等に提供することにより，平常時からの連携に努め，災害時に自助・

共助・公助がそれぞれの役割を発揮できる体制の整備を継続的に進めました。ま

た，避難支援者連絡会を開催し，市と協定を締結した地域組織における避難行動

要支援者支援に関する課題等の情報共有・情報交換をすることにより，支え合い・

助け合いによる避難行動要支援者の避難支援体制を整備しました。あわせて，避

難行動要支援者の支援の充実に向け，避難行動要支援者の管理システムの改修を

行いました。 
 

◇ 防災備蓄品の配備及び利活用 

地域防災計画に則した防災備蓄品の確保・充実を行う中で，防災備蓄品を更新

するとともに，防災備蓄倉庫にソーラーパネル付きの蓄電池を新たに備蓄しまし

た。また，市の物品について，フェーズフリーの考え方に基づき庁内での相互利

活用を推進しました。 

◇ 災害情報システム等の効果的な活用 

地震や風水害などの災害情報を迅速に市民に提供するため，市民向けメールシステ

ムや，防災フリーダイヤルの適切な運用を図りました。あわせて，平常時においても

活用可能な情報伝達ツールの検討を行いました。 
 

◇ 消防団の災害対応能力の向上 

迅速な消火活動に向け，消火栓の整備・更新を推進しました。あわせて，火災・災

害時における消防団の対応能力の向上を図るため，消防ポンプ車を１台更新（第３分

団）しました。また，消防団活動への市民の理解を深め，団員の士気高揚及び新規団

員の確保に資する取組として，消防団広報誌の市内全戸配布を実施しました。 
 

◇ 命の教育活動の推進 

「調布市防災教育の日」における「命」の授業の実施を通じて，市立小・中学校の

全児童・生徒における自助・共助の意識の醸成に努めました。また，「いのちと心の教

育」月間における「命」の授業は，オンラインを活用するなどの工夫を行い，地域へ

の公開に努めるとともに，講師の招聘や映像を使用するなどして授業の充実を図りま

した。そのほか，児童・生徒を対象とした普通救命講習や教員を対象とした上級救命

講習・応急手当普及員講習を通じて，人命救助のための知識・技能をもった児童・生

徒及び教員の育成や学校体制の構築につなげました。 
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◇ 犯罪抑止対策の推進 

青色回転灯装備車両による安全・安心パトロールを地域による自主的な防犯パ

トロールと連携しながら実施しました。また，防犯カメラについては，街頭や公

園等に設置するとともに，自治会等が設置する際の整備費用補助を継続すること

で犯罪抑止を図りました。そのほか，特殊詐欺被害の防止に向けて，調布警察署

をはじめとする関係団体と連携した防犯意識の啓発活動のほか，高齢者世帯に対

する自動通話録音機の無料貸し出しを継続実施（自動通話録音機貸出台数７７９

台）するとともに，市独自の特殊詐欺対策の取組として試行実施していた，金融

機関のＡＴＭ周辺における特殊詐欺被害防止啓発員（サギパト隊員）による活動

を令和５年６月から本格実施へ移行しました。 

 

 

 

 

 

 
 

◆ 災害に強い都市基盤をつくる（２事業） 

災害時における緊急輸送道路の機能確保，住宅の耐震化促進，下水道施設の浸水対策や耐震化など，市民の暮らしに安心感をもたらすことができる都市基

盤整備を進めています。

◇ 緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業 

震災時に救急・救命活動や緊急支援物資の輸送等，緊急輸送道路としての機能

を確保するため，市内の緊急輸送道路の沿道建築物が地震により倒壊して，道路

を閉塞することがないよう，旧耐震基準の緊急輸送道路沿道建築物の所有者に耐

震化の働きかけを行いました。 

特定緊急輸送道路沿道建築物については，令和３年度末時点で耐震診断実施率

は１００％を達成している中，令和５年度において，建築物所有者の自費での耐

震改修が１件あったことにより，合計３７件の対象建築物が耐震化されたことで，

補助対象建築物の耐震化率は，１．４ポイント上昇し５２．１％になりました。 
 

◇ 下水道施設における浸水・地震対策の推進 

令和元年台風第１９号の再度災害防止に向けた対策として，狛江市との連携に

より，大規模ポンプ施設等の設置に向けた基本設計を実施しました。また，令和

７年度の雨水管理総合計画の策定に向けた準備を進めました。 

地震対策については，液状化に関する情報の更新，能登半島地震の被害状況や

原因を踏まえた方針の策定に向けて検討を進めました。 

■その他の主な関連事業 

・防災対策検討委員会の「医療救護部会」，「避難所部会」，「福祉避難所部会」，「帰宅困

難者対策部会」，「物資物流部会」及び「被災者生活再建支援部会」の各部会を開催し，

全庁的な連携により諸課題を検討 

・シェイクアウト訓練や災害対策本部訓練，災害時協定に基づく避難所開設訓練による

職員の災害対応能力の向上及び防災意識の高揚 

・総合防災訓練時における防災フェアの実施を通じた市民の更なる防災意識啓発の促進 

・通学路等における安全確保の推進（通学路や京王線駅周辺への街頭防犯カメラの設置） 

・セーフティ教室の実施を通じた子どもたちの防犯意識の向上 

・橋りょう長寿命化修繕計画に基づく計画的かつ予防保全的な維持管理 

・木造住宅及び分譲マンションの耐震化の促進 

・無電柱化の促進 
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■重点プロジェクト１の指標     

指標 基準値 実績値 目標値 指標の推移 

調布市の地震，風水害への災害対策に満足している市民の割合 

（上段：地震，下段：風水害） 

67.6％ 

67.6％ 

（令和 3 年度） 

72.2％ 

70.8％ 

（令和 5 年度） 

75.0％ 

75.0％ 

（令和 8 年度） 

○ 

○ 

特殊詐欺被害防止のため何らかの対策をしている市民の割合 
81.9％ 

（令和 4 年度） 

83.1％ 

（令和 5 年度） 

90.0％ 

（令和 8 年度） 
○ 

※ ◎：目標達成 ○：目標値を未達成（前年度より向上した） ▼：目標値を未達成（前年度より低下した） ⇒：目標値を未達成（前年度と同じ又は前年度数値未把握） 

－：数値未把握（調査未実施など） 

(2) 調布の宝である子どもたちを応援するまちをつくるプロジェクト 

◆ 子育て環境を充実させる（５事業） 

地域の中で安心して子どもを産み，育てられる環境づくりを進めています。 

◇ 出産・子育て応援事業 

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を推進するため，ゆりかご調布事

業を継続的に実施し，保健師等による妊婦を対象とした面接（対面・オンライン）

を行いました。また，育児パッケージの配布を通じて，出産・子育てに関する不

安の軽減や子育てサービスに関する情報提供のほか，支援が必要な妊婦の早期発

見・支援に努めました。そのほか，産後ケア事業においては，アウトリーチ（訪

問）型について，平日に加え，土・日曜，祝日の実施を開始し，サービスの更な

る充実を図ることで産後の育児不安の解消に努めました。多胎児家庭支援事業で

は，移動経費補助の対象家庭に訪問や面接を行い，各種サービスの案内や必要な

支援を行いました。これらの取組に加えて，国の出産・子育て応援交付金を活用

し，身近な相談に応じる伴走型相談支援と経済的支援を一体的に実施する「よう

こそ調布っ子サポート事業」を継続して実施しました。 
 

◇ 子どもの医療費助成 

乳幼児，義務教育就学児，高校生世代に対する医療費助成について，令和５年

４月から，通院時２００円（上限額）負担及び保護者の所得制限を撤廃し，完全

無償化を実施しました。また，幼児教育・保育の無償化への対応，児童手当の支

給等を行いました。 

 

 

 

 

◇ 児童虐待防止センター事業の推進 

子ども家庭支援センターすこやかにおいて，児童虐待防止センター事業を実施し，

相談や通報の内容に応じて，児童相談所等の関係機関と連携し，迅速で適切な対応を

行うほか，保護を要する児童等への支援に関するネットワークの強化を図るため，調

布市要保護児童対策地域協議会を運営しました。また，家庭訪問による積極的なアウ

トリーチ等により，子育て家庭と信頼関係を構築しながら，家庭のニーズやリスク要

因等を早期に把握し，適切に支援することで，児童虐待の未然防止を徹底する予防的

支援事業（モデル事業）を引き続き実施しました。 

これらの取組に加えて，児童虐待防止センターを中心に児童相談所等の関係機関と

連携し，児童虐待の予防と早期発見に取り組むとともに，すべての妊産婦・子育て世

帯・子どもを対象に包括的な相談支援等を行うこども家庭センターの設置に向けた検

討をしました。 
 

◇ 保育サービスの充実 

保育園待機児童数の今後の動向や減少傾向にある年少人口の推移，将来の保育需要

や子育てニーズ等を踏まえて，多様な保育ニーズに対応するとともに，保育の質の確

保に努めました。 

保育園待機児童の解消に向けて，認可保育園の空き定員や余裕スペースを活用し

て，年度限定型保育事業の実施による１・２歳児に対する受入枠の確保を行いました。 

また，保育の質の確保に向けて，保育アドバイザーの巡回及び市内全ての認可保育

園等の指導検査を実施し，保育園の運営状況を確認するとともに，保育の質ガイドラ

インの策定を検討しました。 
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◇ 学童クラブ施設の整備 

令和５年４月に第三小，布田小，調和小で学童クラブの新設，また，多摩川小

学校学童クラブの移設を行ったほか，令和５年９月に緑ケ丘小学区にせんがわ学

童クラブを開設しました。 

 

 

 

 

 

◆ 学校教育を充実させる（５事業） 

次代を担う子どもたちがそれぞれの個性を伸ばすとともに，学力の習得や心身の育成など，安心して学び，成長できる環境づくりを進めています。 

◇ ⅠＣＴ環境の整備・活用と情報教育の推進 

文部科学省が示す第３期教育振興基本計画及びＧＩＧＡスクール構想に基づき整

備してきた，教員用端末や教室におけるＩＣＴ機器及び児童・生徒１人１台端末を

授業等で利活用することにより，学習指導要領に示された情報活用能力の育成と

個別最適化された学びの実現につなげました。教員のＩＣＴを活用した指導力の

向上を図るため，ＩＣＴ支援員の配置を継続し，各学校のニーズに合わせた授業

支援及び校内研修を行いました。また，ＩＣＴ環境整備においては，増教室に対

する固定式プロジェクターの設置やタブレット端末の増配置等，必要な設備を整

備したほか，教育用ネットワークシステム更新に係る整備方針を策定しました。 
 

◇ 特別支援教育の推進 

市立小・中学校全校で，スクールサポーター及び特別支援学級支援員の配置や

校内通級教室を活用した巡回指導を推進することで，特別な支援を要する児童・

生徒に対して，個々の状況に合わせたきめ細かな教育的支援を行いました。また，

校内通級教室においてＩＣＴを活用することで，より分かりやすい授業に努める

ほか，タブレットを用いてデイジー教科書を活用することにより，発達障害の児

童・生徒に対する支援充実を進めました。加えて，通常学級も含む全ての教員を

対象とした研修を実施し，教員の専門性の向上や指導体制の充実を図りました。

さらに，都立特別支援学校からの依頼に基づく副籍交流を実施する中で，優れた

取組を共有することを通じて，障害者理解及び多様性の理解に関する啓発を図り

ました。 

また，令和６年度北ノ台小学校知的障害特別支援学級開設に向けて，学校・関

係各課と連携して準備を進めました。 
 

◇ 不登校児童・生徒への支援 

増加する不登校児童・生徒への対応として，小学校適応指導教室「太陽の子」

や分教室型不登校特例校第七中学校「はしうち教室」を適切に運営するとともに，

大学と連携した不登校児童生徒支援プロジェクトＳＷＩＴＣＨや訪問型支援「み

らい」を実施し，不登校の児童・生徒を支援しました。 
 

◇ コミュニティ・スクールの導入と地域学校協働本部との一体的推進 

様々な活動を通じて地域と学校が連携・協働し，地域全体で子どもたちの成長を支

える体制を整備するため，全校で設置が完了した地域学校協働本部を活用し，部活動

や学習支援の充実を図りました。また，地域とともにある学校づくりを目指し，地域

学校協働本部と一体的な推進を図るコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）

の令和７年度全校導入に向け，モデル校として小学校２校（第三小，上ノ原小）と中

学校１校（第五中）に設置しました。 
 

◇ 小・中学校施設の整備 

児童・生徒が良好な学習環境の中で学ぶことができるよう，学校施設の老朽化対策

として，公共施設マネジメント計画に基づき，校舎及び体育館の外壁・屋根・内部等

の改修工事（３校）を行ったほか，学習環境の改善として，第二小学校及び調和小学

校で校舎ＬＥＤ化工事を実施しました。また，３５人学級編制への対応として多摩川

小学校で普通教室の整備工事を実施するとともに，北ノ台小学校において，新たに特

別支援学級を開設するため，教室の整備工事を実施しました。さらに，深大寺小学校・

石原小学校において，給食室の改修工事に併せて，アレルギー対応専用調理室を整備

しました。そのほか，児童・生徒数の増加に伴う施設整備として，若葉小学校・第四

中学校・図書館若葉分館施設整備ＰＦＩ事業について，事業者の募集を開始しました。 
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◆ 子ども・若者の健やかな成長と自立を支える（１事業） 

子ども・若者の一人一人を取り巻く状況に応じて，地域で支える環境づくりを進めています。 

◇ 子ども・若者への支援 

不登校，無業，ひきこもり等の子ども・若者を対象に自立に向けた支援を行う，

子ども・若者総合支援事業「ここあ」において，相談事業や学習支援事業のほか，

居場所事業を通じた総合的な支援を行いました。また，困難を抱える子どもや若

者が社会生活を円滑に営むことができるよう，子ども・若者支援地域ネットワー

クでは，支援のあり方についての意見交換や情報共有を行ったほか，各機関のス

タッフを対象とした施設見学会を実施するなど連携強化を推進しました。さらに，

民間団体が子ども・若者に対して居場所を提供する事業への補助を継続しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■その他の主な関連事業 

・子育て世代包括支援センター（保健センター・子ども家庭支援センターすこやか）を

中心とした，各家庭の状況に応じた事業の利用支援や相談支援 

・子ども食堂等への支援 

・国領児童館の民間委託の実施 

・多摩川児童館の運営における民間活力の活用に向けた併設学童クラブの民間委託の実

施 

・ひとり親家庭の親や子どもに対する学習支援や相談支援の実施 

・ヤングケアラーコーディネーターを配置 

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置による児童・生徒・保護

者等に対する相談支援の実施 

・通学路の安全対策として，防犯カメラ設置の推進（啓発用巻き看板設置を含む），通学

路マップの作成 

・食物アレルギー対策の推進（対応マニュアルに基づく不断の見直し・運用改善，慈恵

第三病院との連携によるアレルギー対応ホットラインの運用，医師会と連携したより

適切なアレルギー対応の在り方検討，各種研修の実施） 

・部活動の地域連携・地域移行に向けた検討（協議会の設置） 

 

■重点プロジェクト２の指標     

指標 基準値 実績値 目標値 指標の推移 

子育て支援サービスに満足している市民の割合 
68.3％ 

（令和 3 年度） 

65.2％ 

（令和 5 年度） 

75.0％ 

（令和 8 年度） 
▼ 

小・中学校の教育に満足している市民の割合 
67.7％ 

（令和 3 年度） 

65.7％ 

（令和 5 年度） 

75.0％ 

（令和 8 年度） 
▼ 

社会生活を営む上で困難を抱える子ども・若者への支援に満足している市

民の割合 

41.0％ 

（令和 4 年度） 

60.7％ 

（令和 5 年度） 

53.0％ 

（令和 8 年度） 
◎ 

※ ◎：目標達成 ○：目標値を未達成（前年度より向上した） ▼：目標値を未達成（前年度より低下した） ⇒：目標値を未達成（前年度と同じ又は前年度数値未把握） 

－：数値未把握（調査未実施など） 
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(3) 誰もが自分らしく安心して住み続けられるまちをつくるプロジェクト 

◆ 地域福祉を推進する（１事業） 

誰もが住み慣れた地域で生活できるよう，地域共生社会の充実を図っています。

◇ 地域福祉コーディネーターを中心とする包括的な支援体制の構築 

８つの福祉圏域全てに配置した地域福祉コーディネーターを中心に，地域共生

社会の充実に向けて，複雑化・複合化した地域の生活課題に対する個別支援への

対応や各福祉圏域における支援関係機関等のネットワークの構築等に取り組みま

した。また，「相談支援」，「参加支援」，「地域づくりに向けた支援」を一体的に実

施する重層的支援体制整備事業に移行し，多機関協働による包括的な支援体制の

構築を推進するとともに，住民主体の交流活動の場の充実に向けた地域活動等の

活性化の支援等を行い，地域における支え合いの仕組みづくりを推進しました。 

 

 

 

 

 

 

◆ 高齢者の暮らしを支える（３事業） 

高齢者が，住み慣れた地域の中で，安心して生きがいをもって暮らし続けることができるよう，高齢者を支える取組を進めています。

◇ 地域包括支援センターの充実 

１０箇所の地域包括支援センターにおいて，高齢者やその家族からの相談に対

応するとともに，必要なサービスにつなげるための支援や地域ケア会議の開催な

どのほか，地域包括支援センターに認知症地域支援推進事業や在宅医療・介護連

携推進事業を担う職員などを配置しながら，地域福祉のネットワークづくりに努

めました。 
 

◇ 認知症対策の充実 

１０箇所の地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し，認知症の

方やその家族などへの相談支援を行ったほか，認知症の方の早期発見・早期診断

につなげるため，地域連携型認知症疾患医療センターに認知症初期集中支援チー

ムを設置し，認知症地域支援推進員と連携する認知症初期集中支援事業や，認知

症健診を実施しました。また，認知症徘徊高齢者家族支援サービス事業を行いま

した。 

あわせて，認知症ガイドブックの活用や認知症サポート月間の機会を捉えて，

認知症に関する啓発を行うとともに，連絡シートや調布市版エンディングノート

を配布するなど，認知症になっても安心して暮らせるよう認知症の支援を行いま

した。 

 

◇ 介護予防・日常生活支援総合事業の展開 

８つの福祉圏域全てに地域支え合い推進員を配置する中で，介護予防・日常生活支

援総合事業として，訪問介護及び通所介護サービスを実施しました。また，一般介護

予防事業では，各種の講座等の事業を通じて，高齢者が元気で生きがいをもって自立

した生活が送れるよう援助し，認知症や寝たきり，要介護状態等への進行防止に寄与

しました。さらに，生活支援体制整備事業では，生活支援コーディネーターを中心に，

その活動や協議体を通じて，ニーズ把握や連携づくりなど，支え合いの地域づくりの

体制整備に努めました。 
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◆ 障害者の暮らしを支える（３事業） 

障害者が安心して地域で共に暮らし，自立した生活を送ることができるよう，障害者を支える取組を進めています。

◇ 障害児・者医療的ケア体制支援事業 

医療的ケアが必要な障害児・者に適切な支援が提供できるよう，障害児・者医療

的ケア体制支援事業として，障害福祉課に看護職を配置して，医療と福祉の両面に

おけるコーディネートを行い，福祉サービスのほか，医療サービスの不足や医療器

具の導入等を調整し，健康状態・生活全般の改善につなげました。また，重症心身

障害児・者在宅レスパイト事業を実施し，重症心身障害児・者の健康の保持とその

家族の福祉の向上を図りました。 

あわせて，医療機関，訪問看護ステーション，療育施設，行政による関係者連絡

会を２回，実務者会を３回開催し，各機関の現状などの情報共有等を行いました。 
 

◇ 障害者の就労支援 

障害者が一般就労し，安心して働き続けることができるよう，障害者地域生活・

就労支援センター「ちょうふだぞう」及びこころの健康支援センター就労支援室「ラ

イズ」の２箇所の障害者就労支援センターにおいて，就労面及び生活面での支援を

行うとともに，障害者就労支援機関による実務者連絡会を通じたネットワークの強

化を図りました。また，企業向けセミナーを開催し，障害者雇用を推進する企業の

支援など，地域開拓に取り組みました。 

さらに，障害者の多様な就労ニーズに対応した訓練プログラム等を行う新たな通

所施設「ワークライフカレッジすとっく」の開設準備を進め，令和６年４月に開設

することとしました。 
 

◇ 重度障害者施設の整備 

医療的ケアを含む重症心身障害者や重度知的障害者も受入れ可能な施設の整備を進

めました。重症心身障害者の通所施設である「デイセンターまなびや国領」の開設準備

を進め，令和６年４月に開設することとしました。また，重症心身障害者及び重度知的

障害者を対象とした通所及びショートステイを行う施設である「（仮称）調布基地跡地

福祉施設」の整備に向け，三鷹市，府中市とともに事業者との協議を進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

◆ 健康づくりを推進する（１事業） 

それぞれのライフステージや状況に応じた健康づくりに関する取組の充実が図っています。

◇ 総合的ながん対策の推進 

がんの早期発見，早期治療を促すことにより，がんによる死亡者数の減少等を図

るため，各種がん検診の充実や普及啓発に取り組むことと併せて，市民に分かりや

すく効果的ながん検診を実施するための体制整備について，がん検診体制あり方検

討会を設置し，４回の会議を行いました。 

また，関係機関と連携し，がん患者・家族の相談・支援体制等の支援施策に関す

る検討を行い，モデル事業としてがん相談サポート事業を約６箇月間実施したほ

か，がんに罹患した４０歳未満の方が住み慣れた自宅で安心して療養生活を送るこ

とができるよう，若年がん患者在宅療養支援事業を開始しました。 

 

 

■その他の主な関連事業 
・福祉３計画（地域福祉計画・高齢者総合計画・障害者総合計画），「調布市みんなの健
康・食育プラン（第４次）」の策定 

・見守りネットワークによる地域での見守り推進 
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業（ハイリスクアプローチ，ポピュレー
ションアプローチ） 

・通いの場スタートアップ事業 ・認知症サポーター養成講座 
・ＦＣ東京と協働した「あおぞらサッカースクール」及び「ほりで～ぷらん」における
サッカー等プログラムの実施 

・障害者グループホームの開設・運営支援 
・児童発達支援センター（子ども発達センター）での障害児支援 
・手話言語及び障害者の意思疎通に関する条例の検討 
・歯と口腔の健康づくり 
・福祉人材の育成 
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■重点プロジェクト３の指標     

指標 基準値 実績値 目標値 指標の推移 

地域福祉コーディネーターの新規相談件数（個別支援） 
429 件 

（令和 3 年度） 

431 件 

（令和 5 年度） 

470 件 

（令和 8 年度） 
▼ 

高齢者の福祉に満足している市民の割合 
69.5％ 

（令和 3 年度） 

68.6％ 

（令和 5 年度） 

75.5％ 

（令和 8 年度） 
▼ 

障害者の福祉に満足している市民の割合 
68.0％ 

（令和 3 年度） 

69.6％ 

（令和 5 年度） 

75.5％ 

（令和 8 年度） 
▼ 

定期的にがん検診を受けている人の割合 
47.1％ 

（令和 4 年度） 

48.6％ 

（令和 5 年度） 

55.0％ 

（令和 8 年度） 
○ 

※ ◎：目標達成 ○：目標値を未達成（前年度より向上した） ▼：目標値を未達成（前年度より低下した） ⇒：目標値を未達成（前年度と同じ又は前年度数値未把握） 

－：数値未把握（調査未実施など） 

 

(4) にぎわいと交流のある活気に満ちたまちをつくるプロジェクト 

◆ まちの活力を生み出す都市をつくる（４事業） 

利便性と快適性を兼ね備えたにぎわいと交流のある都市空間の創出，地域の特性を生かした魅力ある市街地の形成を図っています。

◇ 調布駅前広場の整備 

調布駅前広場については，交通結節機能の向上と環境空間としての広場機能の

創出に向けて，段階的に整備を進めており，令和５年度は，駅前広場全体の整備

工事（街築工事・舗装工事）及び南側ロータリーの上屋工事を進めました。あわ

せて，調布駅前広場における音声案内装置による自転車通行ルールの啓発の社会

実験を実施しました。 
 

◇ 鉄道敷地の整備 

調布・布田・国領３駅の駅前広場と各駅をつなぐ鉄道敷地の連続した空間を有

効に活用し，にぎわいや交流，うるおい，やすらぎのある都市空間として整備を

進めるため，市道Ｃ３４（主要市道３４）号線から調布西第２路上自転車等駐車

場までの区間の用地取得を行うとともに，緑道の整備を実施しました。また，市

道Ｃ２１（主要市道２１）号線から調布東第２路上自転車等駐車場までの区間の

緑道の整備を進めました。あわせて，今後緑道整備を実施する市道Ｓ１７７（南

１９９）号線の設計に取り組みました。 

 

◇ 道路網計画に基づく計画的な道路ネットワークの形成 

調布市道路網計画に基づき，生活道路については，市道Ｓ１１７（南１９９）号線

などの用地取得を進め，市道Ｓ１０４（旧南２５－４）号線，市道Ｓ５６（旧南１４）

号線の整備を実施しました。 

都市計画道路については，調布３・４・２１号線，３・４・１８号線，３・４・２

８号線の用地取得を進めました。調布３・４・２６号線（旧甲州街道～甲州街道）は，

西側の道路整備を行い，調布３・４・２６号線（旧甲州街道～京王線）は，道路整備

に着手し，調布３・４・２８号線（蓮慶寺の通り）は，電線共同溝整備に着手しまし

た。 

また，調布３・４・９号線については，令和５年１２月に事業化し，令和６年２月

に事業説明会を行いました。 
 

◇ 東部地区における交通環境の改善 

つつじヶ丘駅及び柴崎駅周辺における道路交通を円滑にして，地域の利便性や安全

性の向上を図るため，京王線連続立体交差事業調査，踏切道改良促進法に基づく改良

計画などを検討しました。 
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◆ にぎわい・交流のあるまちをつくる（５事業） 

まちの回遊性を高め，歩いて楽しいまちが形成されているとともに「映画のまち調布」やスポーツなどの地域資源を生かし，まちの活性化を図っています。

◇ 地域経済活性化の推進 

新型コロナウイルス感染症の類指定が５類に変更されて以降，調布のまちに活

気とにぎわいを取り戻すため，事業者支援の中核を担う調布市商工会への支援を

はじめ，商店会の実施可能な事業を積極的に支援し，地域経済の活性化に向けて

取り組みました。 

また，物価高騰対策としては，中小企業事業資金融資あっせん制度の拡充やキ

ャッシュレス決済ポイント還元事業を実施したほか，市内事業者が事業用途に使

用した電気・ガス・燃料の費用の一部を補助する商工会の事業を支援しました。  

そのほか，地域経済活性化に向けた取組の指針となる，「（仮称）産業振興プラ

ン」の策定に向け，市民・市内事業者・来街者それぞれに基礎調査を実施するこ

とで，実情やニーズを把握しました。 
 

◇ 「映画のまち調布」の推進 

映画・映像関連企業や団体と連携しながら，映画・映像を「つくる」・「楽しむ」・

「学ぶ」をテーマとして，世代に合わせた調布ならではの事業展開を図り，「映画

のまち調布」の推進につなげました。 

また，フィルムコミッション事業については，引き続き，積極的なロケ支援に

努めたほか，ロケツーリズムの推進の一環として，ロケ地巡りの促進が市内消費

の向上に効果的につながることを狙い，これまでのフィルムコミッション事業の

実績を基に，映画やバラエティ番組などに登場した飲食店を紹介する「『映画のま

ち調布』ロケ・グルメマップ」を作成しました。 
 

◇ 「水木マンガの生まれた街 調布」の推進 

名誉市民・水木しげる氏の御命日である１１月３０日「ゲゲゲ忌」を中心に，

従来からのファンはもとより，子どもから大人まで幅広い世代が水木作品に触れ，

興味を持っていただく機会を創出することで，「水木マンガの生まれた街 調布」

の更なる推進につなげることを目的として，多様な主体との連携により，「ゲゲゲ

忌２０２３」を開催しました。令和５年度は，新作映画「鬼太郎誕生 ゲゲゲの謎」

及び新作アニメ「悪魔くん」の公開が「ゲゲゲ忌２０２３」の開催時期と重なっ

たため，東京都の補助金を活用し，調布駅コンコースからイオンシネマ シアタス

調布にかけて，アニメ「ゲゲゲの鬼太郎」シリーズや水木氏の軌跡を展示する「ゲ

ゲゲの軌跡」を実施したほか，新作映画・新作アニメの作品紹介や貴重な資料を

展示する「アニメ鬼太郎＆悪魔くん展」を開催しました。 

その他にも，水木プロダクションの協力の下，街路灯フラッグの製作・掲示の

ほか，庁用封筒や職員名刺，各種発行物などへの水木キャラクターの活用など，

「水木マンガの生まれた街 調布」ならではの特色ある事業を推進しました。 
 

◇ 文化芸術事業の実施 

「豊かな芸術文化・スポーツ活動を育むまちづくり宣言」に基づき，誰もが，音楽・

演劇をはじめ，映画・美術・伝統芸能・スポーツなど，様々な活動を楽しむことがで

きるよう，多様な主体との連携の下，オンラインを活用した映像配信やワークショッ

プの実施など，創意工夫を講じながら，市民が身近に文化芸術に触れることができる

機会を継続的に設けることができました。 

また，パラアート展では，（公財）調布市文化・コミュニティ振興財団との連携の

下，福祉作業所等連絡会をはじめ，特例子会社等の参加団体とともに，障害者の文化

芸術活動の機会の拡充につなげました。 

そのほか，今後における市の文化芸術振興の方向を定める「（仮称）調布市文化芸

術推進ビジョン」の策定に向け，市の地域特性や市が持つ文化資源等に関する基礎調

査を実施しました。 
 

◇ 東京２０２０大会等のレガシーの継承・発展 

東京２０２０大会等のレガシー継承の観点を踏まえたスポーツ振興を図るため，

調布市スポーツ協会等の関係団体等の様々な主体と連携し，多くの連携事業を実施

することで，市民がスポーツを「する」・「みる」・「支える」機会を創出しました。

あわせて，東京都市町村ボッチャ大会の開催を通じてインクルーシブスポーツの普

及を図りました。調布市障害者スポーツの振興における協議体の活用による障害当

事者の運動機会の確保や，誰もがスポーツに親しみ，楽しむことができる環境づく

りに努めることで，共生社会の充実を図りました。 
 

■その他の主な関連事業 

・都市計画マスタープラン・立地適正化計画の策定（令和５年８月） 

・地域公共交通計画の策定検討 ・各地区での地区計画制度を活用した街づくりの推進 

・沿線まちづくりの推進（つつじヶ丘駅・柴崎駅周辺地区まちづくり方針の策定） 

・公共サイン整備方針，公共サイン整備ガイドライン，公共サイン整備計画などに基づ

く公共サインの整備 

・調布市空き家等の対策の推進に関する条例及び第二期調布市空き家等対策計画に基づ

く取組の推進 

・鉄道敷地公園（映画ゾーン）の整備 

・経営課題の解決を目的とした創業経営相談の実施 

・スポーツ施設の維持管理，整備，改修による市民のスポーツ環境の整備 

・ＦＣ東京等様々な主体と連携したスポーツ振興等の推進 

・東京２０２５デフリンピック開催に向けた東京都との連携による広報活動の実施 

・「映画のまち調布」の推進に向けた土地利用方針の策定 
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■重点プロジェクト４の指標     

指標 基準値 実績値 目標値 指標の推移 

中心市街地が魅力的であると感じている市民の割合 
68.8％ 

（令和 4 年度） 

70.4％ 

（令和 5 年度） 

80.0％ 

（令和 8 年度） 
○ 

「映画のまち調布」を進める取組に満足している市民の割合 
76.6％ 

（令和 4 年度） 

79.5％ 

（令和 5 年度） 

80.0％ 

（令和 8 年度） 
○ 

※ ◎：目標達成 ○：目標値を未達成（前年度より向上した） ▼：目標値を未達成（前年度より低下した） ⇒：目標値を未達成（前年度と同じ又は前年度数値未把握） 

－：数値未把握（調査未実施など） 

(5) 人と自然がおりなすうるおいあるまちをつくるプロジェクト 

◆ 脱炭素・循環型社会を形成する（２事業） 

環境保全に対する意識の一層の高まりに併せて，脱炭素や循環型社会の形成を進めています。

◇ 地球温暖化対策の推進 

市内の二酸化炭素排出割合の約５割を占める家庭における脱炭素化の取組を促

進するため，新たに省エネ設備（ＬＥＤ照明，リユース家電，断熱フィルム）導

入事業を実施しました。また，調布市商工会との連携による事業者向けＬＥＤ補

助事業を継続実施しました。 

その他に，ゼロカーボンシティの取組に関する特設ページを開設したほか，市

の率先行動として，公共施設への再生可能エネルギー１００％電力の導入等につ

いて，準備を進めました。 
 

◇ ごみの減量と資源化 

「調布市一般廃棄物処理基本計画（第３次）」に基づき，ごみの発生・排出抑制を最

優先とした３Ｒの取組を推進しました。また，ごみ収集車両を活用した出前講座を保

育園や幼稚園，児童館で実施し，子どもたちの環境学習の機会としました。その他，

生ごみ処理機等購入費補助事業を実施し，家庭からの生ごみ排出の減量に努めまし

た。 

 

◆ 豊かな水と緑を大切に守り生かす（４事業） 

大切な財産である緑と水辺環境が守り育てられ，自然との共生を次世代に継承します。

◇ 公園・緑地，崖線樹林地の保全 

崖線緑地等の維持保全や活用について，市民との協働による取組を進めるとと
もに，西調布・飛田給の駅前において，おもてなしガーデン事業を展開し，緑と
花で来訪者を迎えました。 
また，深大寺元町特別緑地保全地区における保全管理計画の策定に向けた準備

と併せて，土砂災害警戒区域等における崖線樹林地等整備計画を策定しました。 
公園施設長寿命化計画に基づく公園遊具の更新や，公園トイレの改修を実施し

ました。 

 

 

◇ 公園・緑地等の整備 

「凸凹山児童公園及び若宮自然広場周辺区域機能再編整備プラン」に基づき，測量

設計を実施しました。 

また，鉄道敷地公園において，映画ゾーンにふさわしい設え（モニュメント等）を

整備しました。 
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◇ 深大寺・佐須地域の里山，水辺環境の保全・活用 

深大寺・佐須地域の豊かな環境を次世代に引き継いでいくため，  

「雑木林ボランティア講座」や「こどもエコクラブ」等の自然体験型の環境学

習事業を実施したほか，公有化した土地（水田・畑）を活用し，近隣学校の児童

や市民等を対象に耕作・稲作体験の機会を設けるなど，ＮＰＯ法人との協働で様々

な環境啓発事業を実施しました。 

相続が発生した生産緑地について，買取り申出のあった土地１件を公有地化し

ました。 

令和６年度の開園に向け，「深大寺・佐須地域農業公園」の管理棟等の建築工事

を行いました。 
 

◇ 都市農地の保全・活用 

都市農地の保全を推進するため，防災や環境保全など農地の多面的機能を一層発揮

させるための施設整備などに取り組む農業者に対して，東京都の補助事業である未来

に残す東京の農地プロジェクトを活用したソフト・ハード両面からの支援を行いまし

た。また，ＪＡマインズと連携し，生産緑地地区制度及び特定生産緑地地区制度の活

用を促進するとともに，市民農園や学童農園の運営などを通じて，都市農地の保全・

活用を図りました。 

 

 

 

◆ 良好な景観を創出する（１事業） 

地域固有の景観資源や，地区の特性を生かした景観まちづくりの取組を推進しています。

◇ 深大寺地区におけるまちづくりの推進 

風情ある街なみ景観の維持・保全を図るとともに，地域資源の活用による賑わ

いに創出や地区の回遊性を高めるため，深大寺白鳳院の建設を見据えた来街者の

安全な導線の確保等の周辺環境整備に向けて，市道Ｃ５号線（深大寺通り）の詳

細設計を進めました。 

 

 

■その他の主な関連事業 

・環境基本計画及び地球温暖化対策実行計画（区域施策編・事務事業編）に基づく取組 

・認定農業者や農業経営に意欲のある農業者に対する都市農業育成対策事業補助制度を

活用した支援の実施 

・太陽光発電設備等取付け等工事費補助の利用促進 

・街路灯のＬＥＤ化による脱炭素の推進 
 

■重点プロジェクト５の指標     

指標 基準値 実績値 目標値 指標の推移 

市域から排出されるＣＯ２排出量 
78.1 万 t-CO2 

（平成 25 年） 

63.3 万 t-CO2 

（令和 3 年度） 

57.5 万 t-CO2 

（令和 8 年） 
〇 

市の公共施設及び車両から排出されるＣＯ２排出量 
1 万 5,843t-CO2 

（平成 25 年） 

1 万 3,797 t-CO2 

（令和 3 年度） 

1 万 3,519t-CO2 

（令和 7 年） 
〇 

緑や自然環境の保全に満足している市民の割合 
76.1％ 

（令和 3 年度） 

75.4％ 

（令和 5 年度） 

90.0％ 

（令和 8 年度） 
▼ 

市内に優れた景観があると感じている市民の割合 
81.9％ 

（令和 4 年度） 

81.7％ 

（令和 5 年度） 

90.0％ 

（令和 8 年度） 
▼ 

※ ◎：目標達成 ○：目標値を未達成（前年度より向上した） ▼：目標値を未達成（前年度より低下した） ⇒：目標値を未達成（前年度と同じ又は前年度数値未把握） 

－：数値未把握（調査未実施など） 
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